皆様へ
「海外からの視点を国政に！」という願いを込めて始めた在外投票制度実現運動は、１９９８年に比例代表への投票制度が実現し、最高裁・大法廷の違憲判決により２００７年の参議院選挙から海外在留者がすべての国政に参加できる在外投票制度が実施されることになりました。しかしながら在外選挙人登録や在外投票率は当初の予想に反して低迷し初期目的の達成には至っておりません。これは私たち海外有権者の投票意識の問題もありますが、現行の在外投票制度が海外の実情に合わず選挙人登録や投票行動に結びついてないということに起因すると考えられます。

　　　私たち「海外有権者ネットワーク・日本」は、現行の在外投票制度を更に使いやすいものに改善する運動を進めるため、世界各地の有権者に呼びかけてネットワークを構築し情報を交換すると共に、世論を喚起し在外投票制度の改善を目指します。志を同じくする人たちと力を合わせより良い在外投票制度を実現し、海外からの視点を国政に反映しようではありませんか。

海外有権者ネットワーク・日本

代表　若尾龍彦

在外投票制度の改善提案

1． 海外の実情に合った在外投票制度の制定

2． 投票所の増設（民間提供の場所・ボランティアの活用）

3． 投票期間の延長（クーリエ廃止：本国へ電子連絡）

4． 投票用紙が送られてきたら公示前の郵便投票を認めるべき（投票期間の延長）

5． 在外公館投票はファックス、または電子投票で

6． 郵便投票のプロセス簡略化（面倒でコスト負担が大きい）

7． 投票用紙は選挙人登録者に自動配布（郵送）

8． 総務省のホームページに候補者の情報を一元掲示（政党・政策・候補者の情報）

9． 選挙人登録期間の短縮（２ヶ月はかかり過ぎ）

10． 海外移住で住民票を抜くとき選挙人登録を自動登録

11． または在留届と同時に選挙人登録を自動登録

12． ３ヶ月居住の期間を廃止または短縮（海外では移動が頻繁）

13． 個人からの電子投票等の活用

